
それでは，「処遇改善に係る加算の算定要件」と題して本講座を始めさせてい
ただきます。
担当は，広島県社会保険労務士会の片山学 並びに 小田一成です。
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特に今回の研修では，処遇改善加算の取得をさらに進めていこうとされる事業
所に向けて，
①処遇改善加算の全体像のほか，
②「キャリアパス要件」や「職場環境改善要件」を中心に，具体例を交えな

がらご説明します。

研修資料の構成は次のとおりです。
1.処遇改善加算の全体図
2.キャリアパス要件について
3.職場環境等要件について
4.処遇改善加算のメリット・デメリット
５.特定処遇改善加算について
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こちらの図は、令和4年度改定後の処遇改善に係る加算全体のイメージ図になり
ます。

右下の「全体のイメージ」をご覧ください。
下から順に，①処遇改善加算（Ⅰ～Ⅲ），②ベースアップ等支援加算，③特定
処遇改善加算（Ⅰ・Ⅱ）の３層構造となっています。

今回は先ず，こうした加算の要件となっている，『キャリアパス要件』と『職
場環境等要件』について説明いたします。
そして、介護職員等特定処遇改善加算について説明いたします。

『キャリアパス要件』は，処遇改善加算（Ⅰ～Ⅲ）を算定するための必要な要
件です。
『職場環境等要件』は，処遇改善加算（Ⅰ～Ⅲ）のほか，特定処遇改善加算
（Ⅰ・Ⅱ）を取得するための要件です。

3



そもそも「キャリアパス」とは、「職務経歴上の道すじ」を進んでいくことを
支援する職場の制度を指します。
この「キャリアパス」が構築されることを前提に、介護職員の処遇改善のため
の交付金や加算の受給要件として設定した基準を「キャリアパス要件」といい
ます。

「キャリアパス要件」は、就業規則等により制度化し、運用されるとともに、
職員に周知することも必要です。

キャリアパスで求められる項目・内容等と「キャリアパス要件」との関係は図
で示したようになります。

処遇改善加算（Ⅰ～Ⅲ）は，キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲの要件をすべて満たして
いる「処遇改善加算（Ⅰ）」から，キャリアパス要件Ⅰ又はⅡのみを満たして
いる「処遇改善加算（Ⅲ）」まで，段階的に金額が設定されています。

次のスライドからは，キャリアパス要件要件Ⅰ～要件Ⅲのそれぞれについて，
具体的に説明していきます。
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「キャリアパス要件Ⅰ」については、こちらに示した内容に適合している必要
があります。

次のスライドでは，次の６つのキーワードについて御説明します。

＜キーワードとなる用語の説明＞
①職位
②職責
③職務内容
④任用の要件
⑤賃金体系
⑥就業規則等
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＜キーワードとなる用語の説明＞
①職位
職員の組織内での地位のこと。職務や責任や権限により定まります。
（具体例）施設長、所長、課長、マネジャー、主任、リーダーなど。

②職責
職員が受け持つ仕事の責任のこと。職位が高いと職責も高くなります。

③職務内容
職員が受け持つ仕事のこと。
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＜キーワードとなる用語の説明＞
④任用の要件
職員が上位職に上がるための条件のこと。

⑤賃金体系
職位に応じた給与が支払われている体系（規程）が必要です。

具体的には、職位に応じた給与表がある、管理職手当や役職手当がある
等。

「一時金等の臨時的に支払われるものを除く」とありますが、ここでいう臨時
の支払いに，「賞与」は含まれませんのでご注意ください。
これはつまり，「「賞与」の支給に関する規定は，給与規定に定めておく必要
がある」ということを意味します。
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＜キーワードとなる用語の説明＞

⑥就業規則等
常時10 人以上の職員を雇用している場合は、就業規則を労働基準監督署への

届出義務があります
（就業規則には、給与規程、人事考課規程、キャリアパスなどが含まれます）

また，職員が10人未満の事業所は就業規則の作成義務はありませんが，内規等
により書面において明確に定めておく必要があります。

「キャリアパス要件Ⅰ」では，職位が明確で、かつ職位ごとに給料が定められ
ていること（一般には、上位職ほど給料が高くなります）が求められています
が、次のスライドで説明するような「キャリアパス表」の作成は必須となって
いません。
最低限の基準を定めたものでもキャリパス要件を満たしていることになります。
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職位の名称，定義，役職，役割や職責，求められる能力や給与，昇給条件と
いったものを体系的に定めた表のことを，「キャリアパス表」と言います。

「キャリアパス表」の作成は必須ではありませんが、こうしたキャリアパス表
や組織図を整理する段階で，現在の組織がキャリアパス要件Ⅰを満たす組織と
なっているか検討し，解決すべき課題が浮かび上がってきます。

【キャリアパス例】を示してしていますので、こちらを参考に、ぜひ事業所に
あったキャリアパスを作成してください。

作成にあたっては、組織図の整備から始めることをおすすめします。
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また，キャリアパス要件に該当する事柄を給与規程への記載する際の例を記し
ます。
こちらを参考に、ぜひ事業所にあった給与規程を作成してください。
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また，「キャリアパス要件Ⅰ」は，すべての介護職員に周知を行う必要があり
ます。
職員への周知文例を記しますのでさにこちらを参考に、ぜひ事業所にあった周
知文を作成してください。

具体的な周知の方法については、例えば、介護職員処遇改善計画書を全事業所
に掲示することや
全従業者に通知すること等が考えられます。

各法人において適切な方法を選択してください。
また当該計画書に加え、周知文のような資料を併せて周知することも可能です。
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「キャリアパス要件Ⅱ」とは、人材育成に係る要件です。多くの事業所で職員
向けの研修が行われていると思いますが、

ポイントは、①資質向上のための計画の有無、②能力評価の有無、です。

この要件に登場するいくつかのキーワードについて，詳しくご説明します。

13



＜キーワードとなる用語の説明＞
①具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保

人材育成の手法としてOJT、OFF-JT、SDS（自己啓発）があります。キャリア
パスに連動して階層別にOJT、OFF-JT を組み合わせることで、計画的な人材育
成ができる仕組み
となります。

先ほど示した【キャリアパス例】のように、キャリアパス表の中に、研修項目
が記載されると分かり易く、職員への周知もしやすくなります。

人材育成に熱心に取り組まれている事業所は多くあるものの、育成計画の整備
がなされておらず、人手不足の影響もあって研修参加の時間が確保できていな
いところもあります。

階層別の人材育成計画を策定し、個別の育成計画を作成することで、研修の参
加率を上げ、より精度の高い人材育成をすることができます。
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＜キーワードとなる用語の説明＞

人材育成の手法としてOJT、OFF-JT、SDS（自己啓発）があります。

②ＯＪＴ
（on the job training） 職場の上司や先輩が職務を通じて、または職務と関連させ
ながら、部下（後輩）を指導・育成すること。

③ＯＦＦ-ＪＴ
（off the job training） 職務を離れての指導・育成。職務命令により、一定期間日
常職務を離れて行う研修を指します（一般的に「研修」と呼ばれるものは、
OFF-JT です）。職場内の集合研修と職場外研修への派遣の２つがあります。

④ＳＤＳ
（self development system） 自己啓発援助制度。職場内外での自主的な自己啓発
活動を職場として認め、経済的・時間的な援助や施設の提供などを行うものを
指します。
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＜キーワードとなる用語の説明＞

⑤階層別人材育成計画
キャリアパスに沿って、求められる人材育成を示した計画です。施設が定める
人材育成がまとめられ一覧となっていることが必要です。

⑥個別の育成計画
個々の職員の資質を考慮して、個別に育成方針、育成方法を検討することを指
します。
例えば、能力はあるが上位職を目指さない方に向けに作成をすることもありま
す。計画作成にあたって、職務遂行ニーズ（今の仕事をする上で不足している
スキル）、人材育成ニーズ（将来のために今のうちから高めておくスキル）の
二つを意識すると、よりニーズに即した育成計画を作成することができます。

⑦能力評価
ここにある「能力評価」は「人事評価」と別にしても構いません。OJT チェッ
クシート等による各項目の達成度を評価にあてることもできます。

人事考課の一部として活用する場合は、評価面談シートに考課項目「能力評
価」を設定しても構いません。
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階層別の人材育成計画の記載例を記しますのでさにこちらを参考に、ぜひ事業
所にあった人材育成計画を作成してください。
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『育成目標と計画』及び『能力評価』の記載例を記しますのでさにこちらを参
考に、ぜひ事業所にあった『計画』と『評価』を作成してください。
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キャリアパス要件Ⅰでは、任用要件と賃金体系を明確にすることが求められま
したが、昇給を行う仕組みを明確にすることまでは求められませんでした。

ところが、平成29 年４月に、昇給要件を定めて職員に周知することが新要件と
して加わりました。
これが「キャリアパス要件Ⅲ」です。

要約すると、以下の４つが求められています。

(1) 昇給の仕組みとして「経験」「資格等」「評価」のいずれか、あるいは複
数の基準を設けること。
（2) その基準により昇給すること。
（3）給与を増やす時期は定期に行うこと。
（4) 全ての介護職員への周知は就業規則等の明確な根拠規程を書面で行うこと。
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＜キーワードとなる用語の説明＞

①資格等 公的資格だけでなく、介護職員の資質向上につながる研修受講でも構
いません。
「介護福祉士」「社会福祉士」「介護支援専門員」「初任者研修修了」「実務者研修修
了」「認知症実務者研修修了者」「喀痰吸引研修修了」「キャリア段位」等が
あります。資格等を複数組み合わせて、独自の基準とすることもできます。

②評価 評価する対象は、職員（被考課者）の人間性等ではなく、被考課者の仕
事ぶりと成果です。
評価（人事考課）は昇級・昇格や給与への処遇にかかわる根拠となるわけです
から、職員によって基準が異なってはなりません。
あらかじめ定められた評価基準により、公平な評価を行うことが大切です。

そして、その結果を職員の指導・育成に役立ててる姿勢が望まれます。
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＜キーワードとなる用語の説明＞

③定期に昇給
一般に、毎年４月に行われる昇給を「定期昇給」といいます。この場合の「定
期」は毎年（すなわち1 年ごと）を指しています。
しかし、要件Ⅲで求められる「定期」は毎年ではありません。数年に１度の昇
給であっても、それが定期に行われているならば、要件を満たします（ただし、
明文化し、職員に周知していることが必要です）

④全ての介護職員への周知
正規・非正規を問わず、全ての介護職員に周知します。
介護職員ではない生活相談員、看護師、機能訓練指導員、介護支援専門員等は
含まれません。
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＜キーワードとなる用語の説明＞

⑤就業規則等の明確な根拠規程
給与規程、人事考課規程、要綱などが該当します。昇給の仕組みは、給与表が
必須というわけではなく、以下のようなもので要件を満たすことができます。

（例）

職層 基本給(円) 昇給要件
主任級 240,000 5 年勤続かつ班長でA 評価以上
班長級 200,000 3 年勤続かつ一般職でA 評価以上
一般級 160,000 条件なし

「キャリアパス要件Ⅲ」単独で基準を満たせばよいわけではなく、キャリアパ
スと連動し、かつ職員の納得が得られる昇給要件となっていることが大切です。
「給与表」で各号俸（等級）の給与額が明示されていない場合（たとえば、
「範囲給」による運用を行っている場合）、「昇給係数」も明文化して昇給
ルールを作成することが望ましいといえます。
この場合は、昇給要件を人事考課規程や要綱等に記載することになります。
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キャリアパス要件を満たしていない例をまとめておきますので、事業所の実態
にあてはまる事例がないかどうかご確認ください。
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○「職場環境等要件」として、研修の実施などキャリアアップに向けた取組、
ＩＣＴの活用など生産性向上の取組等の実施を求めています。

・介護職員処遇改善加算：この表のうちから１つ以上取り組んでいる必要あり
・介護職員等特定処遇改善加算：６つの区分のそれぞれについて，１つ以上取
り組んでいる必要あり

職場環境等要件については、令和３年度改定において、計画期間における取組
の実施が 求められることとされましたが、これは毎年度新たな取組を行うこと
まで求めるものではな く、前年度と同様の取組を当該年度に行うことで、当該
要件を満たすことも可能です
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1特定加算の算定要件の確認
①現行の処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること（特
定加算と同時に処遇改善加算に係る計画書の届出を行い、算定される場合を含
む。）。

②介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること

③介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を通じた見える
化を行っていること

【2020年度から算定要件化】（令和3年度は要件とされていない）
●以下の内容について、介護サービス情報公表制度を活用し、公表していること
・処遇改善に関する加算の算定状況
・賃金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容
●事業所のホームページがある場合は、そのホームページでの公表もok 
勤続10年以上の介護福祉士がいなくても算定可能

2加算区分の確認
介護職員等特定職員処遇改善加算の区分は、ⅠとⅡの２区分。
加算Ⅰは、サービス提供体制強化加算等のⅠ又はⅡ区分の届出をしている場合、算定可
能。
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（特定加算Ⅰに該当しない場合はⅡを算定可能）

3特定加算の見込額の計算
上記の図をご参照ください。

4賃上げを行う単位の決定
上記の図をご参照ください。

5賃上げルールの決定
●事業所内で検討し、設定することが重要。

●Ａは、介護福祉士の資格をもつ人がいない場合や、比較的新しい事業所で研修・実務経
験の蓄積等に一定期間を有するなど、介護職員間における 経験・技能に明らかな差がない
場合にまで、設定を求めるものではない。
●Ａでは介護福祉士の資格を求めるが、10年より短い勤続年数でも可。
他の法人での経験もカウント可能。
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参考文献については，本文中に記載したもののほか，本スライドのとおり
です。
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